
《
国
・
県
》
 

《町》 

災害時の避難場所や拠 
点施設として活用され 
る公共建築物の耐震化 
の促進 
 

建築物の地震に対する 
安全性の確保 

《町民》 
耐震性の劣る建築物の耐 
震診断・耐震改修促進の 
普及・啓発 
 

耐震診断・耐震改修補助、 
情報提供など 

（建物所有者・管理者） 

住　　宅 特定建築物等 

（現在の耐震化率） 

約81％ 
2009（平成21）年度 

（耐震化率の目標） 

90％ 
2015（平成27）年度 

（現在の耐震化率） 

約75％ 
2009（平成21）年度 

（耐震化率の目標） 

90％ 
2015（平成27）年度 

一般住宅では、平成27年度までに約850戸の住
宅について、さまざまな施策により耐震改修また
は建替えを促進する必要があります。 

特定建築物等では、平成27年度までに少なくと
もあと7棟の建物について、耐震改修または建替
えを促進する必要があります。 

町
で
は
、
地
震
に
よ
る
被
害
を

最
小
限
に
止
め
、
人
命
や
財
産
の

損
失
を
未
然
に
防
ぐ
こ
と
を
目
的

に
「
開
成
町
耐
震
改
修
促
進
計

画
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

こ
の
計
画
は
、
現
在
の
耐
震
基

準
を
満
た
し
て
い
な
い
建
築
物
の

耐
震
改
修
を
促
進
す
る
指
針
と
な

る
も
の
で
す
。
今
後
、
町
で
は
こ

の
計
画
に
基
づ
き
、
国
や
神
奈
川

県
と
連
携
し
な
が
ら
、
町
内
の
建

築
物
の
耐
震
化
に
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。

●問
街
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く
り
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進
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平
成
７
年
１
月
の
阪
神
・
淡
路

大
震
災
で
は
、
６
４
３
４
人
の
尊

い
命
が
奪
わ
れ
ま
し
た
。
こ
の
う

ち
、
地
震
に
よ
る
直
接
的
な
死
者

数
は
５
５
０
２
人
で
、
さ
ら
に
こ

の
約
９
割
の
４
８
３
１
人
が
住
宅

な
ど
の
倒
壊
に
よ
る
も
の
で
し
た
。

こ
れ
ら
の
原
因
調
査
の
結
果
、

「
大
規
模
地
震
に
よ
る
被
害
を
減

少
さ
せ
る
た
め
に
は
、
特
に
、
新

耐
震
基
準
導
入
以
前
の
建
築
物
の

耐
震
性
向
上
を
図
る
こ
と
が
た
い

せ
つ
で
あ
る
」
と
い
う
こ
と
が
明

ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

今
後
、
こ
の
計
画
に
基
づ
き
、

町
お
よ
び
町
民
が
次
の
よ
う
な
役

割
に
応
じ
た
取
り
組
み
を
行
う
こ

と
で
、
安
全
で
安
心
な
ま
ち
づ
く

り
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

計
画
の
対
象
建
築
物
は
、
別
表

の
建
築
物
の
う
ち
、
昭
和
５６
年
６

月
に
改
正
施
行
さ
れ
た
新
耐
震
基

＊
１
準
に
適
合
し
な
い
建
築
物
で
す
。

耐
震
改
修
促
進
法
に
基
づ
く
基

本
方
針
で
は
、
東
海
地
震
な
ど
の

想
定
死
者
数
を
半
減
さ
せ
る
た
め
、

住
宅
お
よ
び
多
数
の
者
が
利
用
す

る
建
築
物
（
耐
震
改
修
促
進
法
第

６
条
第
１
号
に
掲
げ
る
建
築
物
）

＊
２

の
耐
震
化
率
を
平
成
２７
年
度
ま
で

に
９
割
と
す
る
こ
と
を
目
標
と
し

て
い
ま
す
。

本
計
画
も
こ
れ
を
受
け
、
平
成

２７
年
度
の
耐
震
化
率
の
目
標
を
９

割
と
し
、
目
標
の
達
成
に
向
け
た

耐
震
化
の
取
り
組
み
を
行
い
ま
す
。

計計
画画
策策
定定
のの
背背
景景

町町
・・
町町
民民
のの
取取
組組
みみ

開
成
町
耐
震
改
修
促
進
計
画
は
、
町
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

http
://w
w
w
.tow
n.kaisei.kanagaw

a.jp/

耐耐
震震
化化
をを
促促
進進
すす
るる
たた
めめ
のの
施施
策策

計計
画画
のの
対対
象象
とと
なな
るる

建建
築築
物物
おお
よよ
びび
耐耐
震震
化化
のの
目目
標標

摘 要

戸建住宅、長屋、共同住宅

法第６条に示される建築物で以下に示す建築物のうち、政令で定める規模以上のもの

�多数の者が利用する建築物【法第６条第１号】
�危険物の貯蔵場または処理場の用途に供する建築物【法第６条第２号】

�地震によって倒壊した場合において、その敷地と接する道路の通行を妨げ、多数の者の
円滑な避難を困難とするおそれがある建築物（地震発生地に通行を確保すべき道路沿道
の建築物）【法第６条第３号】
※「地震発生時に通行を確保すべき道路」は、神奈川県耐震改修促進計画および神奈川
県地域防災計画で位置づけられた、次の３路線です。
○県道７８号（御殿場大井） 町内全線
○県道７１２号（松田停車場） 新十文字橋交差点～新延沢交差点
○県道７２０号（山北開成小田原） 新延沢交差点～牛島交差点

対象建築物

住 宅

特定建築物＊３
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用語の説明
＊１ 「新耐震基準」とは…

昭和５６年６月に建築基準法の耐震基準が大幅に見直され、地震に強い建物の設計基準が示されました。こ
の基準を「新耐震基準」と呼んでいます。

＊２ 「耐震化率」とは…
新耐震基準で建築された建築物および新耐震基準以前に建築された建築物のうち新耐震基準に適合するも
のの合計の建築物全体に占める割合をいいます。

＊３ 「特定建築物」とは…
耐震改修促進法において、学校や病院、社会福祉施設など、多くの人が利用する一定規模以上の建築物な
どのうち、新耐震基準に適合しない建築物を「特定建築物」と呼んでいます。

町
で
は
、
次
の
施
策
に
よ
り
、
所
有

者
や
管
理
者
に
よ
る
建
築
物
の
耐
震
化

の
支
援
を
行
い
ま
す
。

《
周
知
・
啓
発
》

建
築
物
の
地
震
に
対
す
る
安
全
性
の
向

上
に
関
す
る
啓
発
お
よ
び
知
識
の
普
及

◇
啓
発
資
料
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
活
用

◇
セ
ミ
ナ
ー
・
講
習
会
の
開
催

◇
防
災
マ
ッ
プ
な
ど
の
整
備

◇
耐
震
診
断
結
果
の
公
表

な
ど

《
耐
震
診
断
・
改
修
の
促
進
》

耐
震
診
断
や
耐
震
改
修
の
促
進
を
図
る

た
め
の
支
援
策

◇
耐
震
診
断
や
改
修
に
対
す
る
財
政
支
援

◇
国
や
県
の
補
助
制
度
な
ど
の
活
用

◇
耐
震
改
修
に
対
す
る
税
の
特
例
措
置な

ど
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《
そ
の
ほ
か
の
安
全
対
策
》

そ
の
ほ
か
の
地
震
時
に
お
け
る
建
築
物

な
ど
の
安
全
対
策

◇
落
下
物
対
策

◇
ブ
ロ
ッ
ク
塀
な
ど
の
安
全
対
策

◇
家
具
の
転
倒
防
止
対
策

な
ど

別表
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